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イノベーションにおける科学の重要性が高まっている

リニアモデルの時代

核：マンハッタン計画
宇宙：アポロ計画 など

イノベーションエコシステムの時代

Apple、Google、
Amazon、Facebook など

「科学とビジネスの近接化」の時代

AI・量子・コロナワクチンなど
⇒技術的に未熟な極早期の段階から
ビジネス投資

科学 技術 ビジネス

科学 技術①
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科学 技術③

ビジネス

科学 技術
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日本(1.2億人)
韓国(0.5億人)
インド(14.3億人)
オーストラリア(0.3億人)
シンガポール(0.06億人)
台湾(0.2億人)
マレーシア(0.3億人)
ベトナム(1.0億人)
タイ（0.7億人）
インドネシア(2.8億人)
ASEAN10

日本

インド

日本

韓国

オーストラリア

タイ

シンガポール

ドイツ

英国

マレーシア
台湾

論文総数

イタリア

日本

カナダ

ドイツ

英国

米国(右軸)

フランス

中国(右軸)

ベトナム

インドネシア

ASEAN
10ヵ国

3(出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所からの提供情報を基に、経済産業省が作成。
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日本(1.2億人)
ドイツ(0.8億人)
フランス(0.7億人)
英国(0.7億人)
イタリア(0.6億人)
カナダ(0.4億人)
米国(3.3億人)※右軸
中国(14.1億人)※右軸

3年移動平均（PY）

トップクラス論文数
（G7・中国）

トップクラス論文数
（アジア・オセアニア）

日本の科学力の現状：トップクラス論文数の国際比較



一般技術

新成長・源泉技術

国家戦略
技術

特定5分野

一般技術：
R&D減税：大企業は、売上高研究開発費比率×0.5

（上限2%）

イノベーション拠点を巡る国際競争と戦略技術領域への一気通貫支援

（出典）各種公開情報を基に経済産業省が作成

国・地域 研究開発投資の獲得に関する主な政策・枠組

米国

シンガポール

韓国

台湾
クラスター形成：アジア・シリコンバレー計画2.0（2021年策定）

• AIoT・5G関連技術を促進

クラスター形成：イリノイ州 量子パーク／IQMP（2024年発表）

メリーランド州 「量子首都」構想（2025年発表）

インフラ支援：産業変革マップ／ITM（2022年改定）

• エレクトロニクス等の5つの分野におけるロードマップを策定

日本 税制優遇：研究開発税制（2023年改正）

イスラエル

ドイツ

民間投資の基盤整備：ヨズマ・ファンド2.0（2024年~2026年）

クラスター形成：未来クラスタープログラム（2019年~現在）

• 量子等の分野別の7つの各クラスターに対する支援

新成長・源泉技術：
R&D減税：大企業の場合、20～30％

国家戦略技術（12分野）：
政府によるR&D集中支援、研究拠点支援、
公共調達などスタートアップ支援、人材育成支援

重点投資：「国家戦略技術の育成に関する特別法」（2023年成立）

• 政府は12技術を「国家戦略技術」として設定

韓国による一気通貫支援の事例
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国家戦略技術（特定5分野（注））：
R&D減税：大企業の場合、30～40％
（特定技術（半導体・ディスプレイ、二次電池、先端モビリ
ティ、先端バイオ、水素）のみ）

■国家戦略技術の迅速な事業化支援
事業化連携研究開発の拡大：
・5年3.3兆円官民投資のために、政府が3300億円投資（複数年）
・中小・ベンチャー向けR&D支援(新規)は50%以上を12分野に

我が国も、戦略的に重要な技術領域に、人材育成、研究開
発、拠点形成、設備投資、標準などのルール形成等の一気
通貫支援が必要

注：韓国の法令では、「半導体・ディスプレイ」を「半導体」と「ディスプレイ」に、
「先端バイオ」を「バイオ医薬品」と「ワクチン」に分け、７分野とカウント



• イノベーションを先導する、AIをはじめとしたデジタル関連市場は世界的にも拡大していく。

• 日本でも、AIサービスの分野をはじめ、海外展開事例が出てきている。

• 日本の産業をイノベーション主導型に転換していくためにも、デジタル関連サービスの海外展
開を促進することが重要ではないか。

✓ Preferred Networksは、電池材料、半導体、触媒等
の新素材の探求を高速化する汎用的なAIサービス
「Matlantis」をENEOSと共同開発し、同社との合
弁会社を通じて提供。

✓ クラウドサービスで国内外100以上の企業等に提供。

✓ 2023年から海外展開を開始し、マサチューセッツ工
科大学や現代自動車、欧州化学会社等で導入。

✓ 2024年6月、上記合弁会社に三菱商事が参画。同社
のネットワークを活用し、海外展開を強化。

デジタル産業の海外展開によるイノベーション促進

Matlantis 概要

①各種条件を設定
（例）
・高エネルギー密度
・高安定性
の電池材料を開発したい。

②シミュレーション実施
・96元素のあらゆる組み合わせに対応
・従来の1万倍以上の計算速度

③条件を満たした
候補結果の出力

・・・

AI

＜AIサービスの海外展開事例＞
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全国にイノベーション拠点の芽が生まれている

• 競争力のある産業集積や大学等の拠点が地方にも複数存在
• スタートアップ、大学等、地元産業を組み合わせ、国際競争力あるイノベーション拠点を全国に創出

茨城大学・研究・産学官連携機構

豊橋技術科学大学・次世代半導体・センサ科学研究所

開志専門職大学・開志ビジネス・IT・芸術イノベーションセンター

北陸先端科学技術大学院大学・クライシスマネジメント
を核としたスタートアップ創出のためのOI拠点（仮称）

九州大学・九州サイエンスパーク形成先導拠点

山口大学・山口ディープテック産業イノベ・リノベハブ

愛媛大学・紙産業イノベーションセンター

香川大学・国際希少糖研究教育機構

大阪大学・３次元造形／接合分離産学融合拠点

神戸大学・KOBE光ものづくりオー
プンイノベーション拠点施設

国研・大学/イノベーション拠点

スタートアップ・エコシステム拠点都市

地方イノベーション拠点の拡充のために、
令和6年度補正予算により、新たに支援を決定した
産学融合拠点（2025年4月23日公表）
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